
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１８年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

（2) 職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

　 円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円－
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－
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在）

（注）１　東栄町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　
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（2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％

・管理職加算　　１０～２５％ ・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（平成１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、17年度に退職した職員に支給された平均額である。
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0.0

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ
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 (3) 地域手当

（平成１８年４月１日現在）

％ 人 ％

（注）　在勤地の支給割合に基づき支給

 (4) 特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成１８年４月１日現在）

円

同 -

円

被扶養配偶者有

　　　　・・・1人目　6,000円

被扶養でない配偶者有

　　　　・・・1人目　6,500円

配偶者無・・・1人目11,000円

２人目・・・6,000円

226,400

千円

千円

配偶者・・・13,000円

３人目以降・・・5,000円

国の制度

一般行政職及び技能労務職

509

6

487

職員１人当たり平均支給年額（１７年度普通会計決算）

との異同

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 普 通 会 計 決 算 ）

内容及び支給単価手　当　名

扶養手当

手当の種類（手当数）

診療放射線技師

診療手当 医師

5

技能労務職

〃

病院関連　３　　その他　２

１回　３，０００円

１回　５，０００円

診療収入の２％以内

１月　７，０００円

夜間病棟勤務したもの

診療放射線を取扱う者

主な支給対象業務

支給率

支給実績（１７年度普通会計決算）

名古屋市

支給対象地域

霊きゅう車運転手当

放射線取扱手当

火葬業務に従事した者

国の制度と

１回　５，０００円

支給職員１人当たり
平均支給年額異なる内容

（１７年度普通会計決算）

火葬手当

〃

夜間看護手当

介護福祉士

12

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度普通会計決算）

手当の名称 主な支給対象職員

1.2

513

513,000

国の制度（支給率）

10

支給対象職員数

1

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

（１７年度普通会計決算）

霊きゅう車を運転した者

支給実績

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 普 通 会 計 決 算 ）

職員１人当たり平均支給年額（１６年度普通会計決算）

１回　３，０００円

看護師及び准看護師

220,525

・・・２，５００円

自宅（取得から５年未満）

8,821

・・・（家賃ー１２，０００円） 同 - 2,264

住居手当
家賃２３，０００円を超え

　　５５，０００円以下

家賃５５，０００円以上

・・・（家賃-23，000円）×1/2

    ＋１１，０００円

・・・２７，０００円

家賃２３，０００円以下
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円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

５５０，０００×在職月数×０．４５ １１，８８０，０００円 任期ごとに支給

５４５，０００×在職月数×０．２７ 　７，０６３，２００円 任期ごとに支給

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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　　　　　　　　区　　分

　部　　門

給

料

　　（１７年度支給割合）

議 長

20
45

79

18

70 △ 4

6 2

3 △ 2

△ 4

201 [           ］

検査業務の委託・事業の廃止

162 △ 6

建設事業の減少

事業の拡大

66

83

4

18.18

△ 1 事務の一部を他部門へ移行

65 △ 1 ＜参考＞
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△ 1
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同
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（2)年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

３年目１年目 ２年目

168 162 －

計画始期

168 156 △ 12

職員数

23歳

20歳 20歳

平成17年4月1日

156

△12　△6　（△3.6％）

－ ―

増減

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

職員総数

△ 6

（参考）

計

１７年 １８年 １９年 ２０年

数値目標

－ -

職員数
10

人 人

3 7

18年～20年

31歳

人

14 12

平成22年4月1日

職員数

△ 7.1
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29
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13 31

以上
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～ ～ ～ ～
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～ ～
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～ ～
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16133 9
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